
北海道開発の将来展望に関するとりまとめ（素案）
（参考資料）

国土交通省北海道局

平成２６年９月１９日

資料 １－３



【基本認識】
・ 人口減少・高齢化 Ｐ１
・ 年齢階層別人口の推移 Ｐ２
・ 北海道の市町村別人口の将来推計 Ｐ３
・ 北海道、三大都市圏及び地方圏における人口移動の推移 Ｐ５
・ 北海道内の将来推計人口(2040年)と社会動態(2013年) P６
・ 北海道内圏域別都市の区分別の市町村名 P７
・ 道内各圏域からの人口移動の状況(1990年～2010年) P８
・ 道内各圏域の人口移動の状況の変化(1990年・2000年・2010年) P９
・ 北海道の出生率（推移） P１１
・ 北海道の出生率（要因） P１２
・ 北海道の経済動向 P１３
・ GDP産業別構成比及び成長率（名目ベース） P１４
・ 国家的規模の災害想定 P１７
・ 北海道の災害想定 P１８
・ 世界の人口動向 P１９
・ 世界の食料需要の見通し P２０
・ 世界のエネルギー需要の見通し P２１
・ 気候変動の影響（世界平均気温の上昇） P２２
・ 気候変動の影響（日本の気候変化） P２３
・ 気候変動の影響（北海道における近年の

極端な豪雨の発生状況（2012-2014.９.15）） P２４
・ 気候変動の影響（農業への影響） P２５
・ 気候変動の影響（水産業に与える影響） P２６
・ 北海道の地理的優位性 P２７
・ 新千歳空港の優位性 P２８
・ 海外との交流状況の比較（外国人宿泊者数） P２９
・ データセンターの設置傾向 P３０
・ 心の豊かさ P３１

【将来像】
・ 北海道の農業の特徴 P３２
・ 北海道の水産業の特徴 P３３
・ 我が国における北海道の食料供給の役割（生乳を例として） P３４

目次（１/３）
・ 酪農における飼料自給率の向上 P３５
・ 農地の大区画化 P３６
・ 農業におけるＩＣＴ技術等の活用 P３７
・ 食の高品質化・高付加価値化 P３８
・ 高品質な農産物の安定生産（十勝川西長いも） P３９
・ 食関連産業の動き P４０
・ 食の海外展開（農水産品） P４１
・ グリーンツーリズム P４２
・ 物流機能の強化 P４３
・ 北海道の林業の特徴 P４４
・ 北海道の林業・木材産業の発展性 ４５
・ デンマークの経済・社会の特徴 P４６
・ デンマークの農業における国際競争力の向上 P４７
・ インバウンド観光 P４９
・ 訪日外国人宿泊客延数 P５０
・ インバウンド観光の振興 P５１
・ 国際会議等（ＭＩＣＥ）適地としての北海道の優位性 P５２
・ 合宿誘致 P５３
・ 外国人観光客の受入環境の整備 P５４
・ クルーズ観光 P５５
・ 北海道新幹線札幌延伸による経済波及効果 P５６
・ 観光地へのアクセス向上 ５７
・ 道の駅の観光拠点化 P５８
・ 北海道らしい景観の維持・創出 P５９
・ 観光客の推移と観光消費額単価の全国比較 P６０
・ 道内インバウンド観光（外国人）による経済波及効果（試算） P６１
・ 旅行・観光競争力ランキング P６２
・ 企業の分散化の動き P６３
・ 工場の分散化の動き（自動車関連産業） P６４
・ 自動車関連産業の集積 P６５
・ 道央圏における産業の集積 P６６
・ 新千歳空港の代替空港としての役割 P６７
・ 自然エネルギー賦存量 P６８
・ 地熱のポテンシャルとバイナリー発電 P６９



・ 北海道の送電網に関する動き P７０
・ 水素エネルギー P７１
・ 雪氷熱エネルギーの活用 P７２
・ 木質バイオマスエネルギーの活用 P７３
・ メタンハイドレート P７４
・ 低潮線保全 P７５
・ 大都市札幌の魅力 P７６
・ 都市の魅力創出 P７７
・ 釧路・根室とベトナムとの交流 P７８
・ 環境保全技術に関する世界との交流 P７９
・ 寒冷地技術に関する世界との交流 P８０
・ 日露関係の動向 P８１
・ 北海道とロシアとの経済交流 P８２
・ 合計特殊出生率の高い地域の状況 P８３
・ 地域おこし協力隊 P８４
・ 北海道体験移住「ちょっと暮らし」 P８５
・ 移住の促進 P８６
・ 除雪ボランティアツーリズム P８７
・ 若者やシニア世代の長期滞在・交流 P８８
・ リタイアメント･コミュニティ P８９
・ 北海道産ワイン P９０
・ 地震・津波、水害・土砂災害への対応 P９１
・ 豪雨災害・土砂災害への対応 P９２
・ 安全・安心な社会基盤の確保

～道路利用者の安全性・快適性向上～ P９３
・ 安全・安心な社会基盤の確保

～救命救急センターのカバー圏～P９４
・ 速度規制の緩和 P９５
・ 冬期交通の課題 P９６
・ 吹雪災害の防止を目指して～吹雪の視界情報の提供～ P９７
・ 暴風雪災害への備え P９８
・ ITS技術の活用 P９９
・ 道の駅 防災拠点化事例（「☆ロマン街道しょさんべつ」） P１００
・ アイヌの伝統等に関する普及啓発 P１０１

目次（２/３）
・ 民族共生の象徴となる空間 P１０２

【取組戦略】
・ 小さな拠点 P１０３
・ 高次地方都市連合の形成～都市圏の変化～ P１０４
・ 高次地方都市連合の形成～サービス提供機能と雇用の消失 P１０５
・ 高次地方都市連合の形成

～都市圏の機能維持のための方策～ P１０６
・ 北海道の地域特性 P１０７
・ 1970年～2040年の人口推移（主要都市別） P１０８
・ 農水産業の生産額が多い地域 P１０９
・ 農村地域の就業構造 P１１０
・ 酪農地域における居住状況

（別海町西春別（にししゅんべつ）地区の例） P１１１
・ 集住に関する取組 P１１２
・ 北海道の交通ネットワークイメージ図 P１１３
・ 北海道の高規格道路 P１１４
・ 西興部村コミュニケーションネットワーク P１１５
・ 農家数の減少と担い手確保の取組 P１１６
・ 多様な中核的人材の育成 P１１７
・ オホーツク地域における連携協働による人材育成 P１１８
・ マリンビジョン P１１９
・ 外国人留学生 P１２０
・ ブロック別の国際交流の状況 P１２１
・ 在留外国人数 P１２２
・ 海外との関係強化につながる人脈の形成 P１２３
・ 民間の参加の促進

～北海道国際輸送プラットホーム推進協議会～ P１２４
・ 民間の参加の促進

～シーニックバイウェイ北海道推進協議会～ Ｐ１２５
・ 「まちの本屋」のなくなった地域に書店を誘致 Ｐ１２６
・ 産学官の連携による取組 Ｐ１２７
・ 地域金融機関による企業支援 Ｐ１２８
・ クラウドファンディング Ｐ１２９



・ 広域的な連携 Ｐ１３０
・ 沼田町での取組 Ｐ１３１
・ 地域内の交流の促進・つながりの強化 Ｐ１３２
・ 河川工事による掘削土の活用（十勝川の事例） Ｐ１３３
・ 協働型道路マネジメント（一般国道334号の事例） Ｐ１３４
・ 道路の老朽化対策 Ｐ１３５
・ 老朽化対策に係る取組事例 Ｐ１３６

【参考資料】
・ 日本再興戦略 Ｐ１３７
・ 国土強靱化基本計画 Ｐ１３９
・ 農林水産業・地域の活力創造プラン Ｐ１４０
・ 観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014 Ｐ１４１
・ 国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画） Ｐ１４２

目次（３/３）



基本認識



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

全国（総人口） 北海道（総人口） 全国（65歳以上） 北海道（65歳以上）

10年

10年

569.9万人（H9） 12,808.4万人（H20） 40.7%

39.9%

36.1%

10,727.6万人
83.8%

419.0万人
73.5%

8,673.7万人
67.7%

38.8%

9,707.6万人
75.8%

・日本の人口は、2008年（平成20年）をピークに減少しており、2050年には、9,708万人と予測されている。
・北海道の人口は、1997年（平成９年）をピークに減少しており、ピーク人口の10％減、20％減ともに全国に約10年先んじて迎える
と予測されている。

・1995年（平成７年）には北海道の高齢化率は全国を上回っており、高齢化は全国を上回るスピードで進展していくと予測されて
いる。

人口減少・高齢化

出典：総務省「国勢調査」、「人口推計」
国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）、「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」
沖縄県「沖縄県統計年鑑」

注 ：1951年の全国の総人口には、沖縄県を含まない
2010年までの高齢化率の算定においては、年齢不詳の者を除外している

（総人口） （65歳以上）

全国と北海道の人口及び高齢化の推移（全国はＨ20を100％、北海道はＨ９を100％とした場合）

推計値
（社人研中位推計）
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・平成15年からの推移を見ると、老年人口が増加し、生産年齢人口及び年少人口が減少しているため、働き手の減少に伴う経済
活動への悪影響が懸念される。

年齢階層別人口の推移

北海道における年齢階層別人口の推移（万人）

出典：北海道「住民基本台帳人口」（Ｈ25年度以前：３月31日時点、Ｈ26年度：１月１日時点）

（年度）

２



人口減少率 市町村数

0～10％ 5市町村

10～30％ 33市町村

30～50％ 115市町村

50％～ 26市町村

人口区分 H22年

～千人 1市町村

千～２千人 10市町村

２千～３千人 13市町村

３千～５千人 42市町村

５千～３万人 90市町村

３万～５万人 7市町村

５万～10万人 7市町村

10万人～ 9市町村

人口区分 H52年推計

～千人 10市町村

千～２千人 32市町村

２千～３千人 27市町村

３千～５千人 40市町村

５千～３万人 51市町村

３万～５万人 6市町村

５万～10万人 7市町村

10万人～ 6市町村

出典：総務省「平成22年国勢調査」

出典：総務省「平成22年国勢調査」

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

人口増減率 市町村数

5%～ 2市町村

0～5％ 14市町村

-5～0％ 34市町村

-10～-5% 91市町村

-15～-10％ 33市町村

～-15％ 5市町村

・2005年（平成17年）から2010年（平成22年）の人口増減率では、一部の市町村では人口が増加しているが、2010年（平成22年）
から2040年（平成52年）の将来推計では、北海道の全ての市町村の人口が減少し、30％以上減少する市町村は141（約80％）、
その内50％以上減少する市町村は26（約15％）に達する。

・予測では、人口５千人未満の小規模な市町村は66から109へ増加し、特に３千人未満の市町村は24から69へ大幅に増加する。
一方で、５千人以上３万人未満の中規模市町村は90から51へと大幅に減少する。小規模市町村の増加や中規模市町村の減少
は道南、道北、道東地域で多く生じている。

北海道の市町村別人口の将来推計①

市町村別人口
（平成22年）

市町村別人口
（平成52年（推計））

市町村別人口減少率
（平成22年→平成52年（推計））

市町村別人口増減率
（平成17年→平成22年）

３



北海道の市町村別人口の将来推計②

・北海道の市町村別人口の将来推計のうち人口減少率が最も高いのは夕張市（64％）であり、空知産炭地域の市町村で人口減少
が著しいことが予測されている。

・人口減少率の最も低いと予測される市町村は音更町（1.6％）であり、千歳市、東神楽町と続く。
・札幌市の人口は、2015年（平成27年）をピークに減少に転じると予測されているが、全道に占める割合は依然増加し続け、2040
年（平成52年）には約４割に達すると予測されている。

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

2010年 2040年

夕張市 10,922 3,883 64.4%

歌志内市 4,387 1,608 63.3%

三笠市 10,221 3,960 61.3%

福島町 5,114 1,997 61.0%

上砂川町 4,086 1,616 60.5%

松前町 8,748 3,593 58.9%

赤平市 12,637 5,296 58.1%

積丹町 2,516 1,086 56.8%

奥尻町 3,033 1,324 56.3%

木古内町 5,341 2,335 56.3%

市町村名
総人口（人）

人口減少率

2010年 2040年

音更町 45,085 44,369 1.6%

千歳市 93,604 88,678 5.3%

東神楽町 9,292 8,715 6.2%

芽室町 18,905 17,663 6.6%

恵庭市 69,384 63,053 9.1%

札幌市 1,913,545 1,711,636 10.6%

中標津町 23,982 21,418 10.7%

ニセコ町 4,823 4,256 11.8%

東川町 7,859 6,636 15.6%

幕別町 26,547 22,062 16.9%

総人口（人）
市町村名 人口減少率

39.4  48.7  61.6  82.1  101.0  124.1 
140.2  154.3  167.2 

175.7  182.2  188.1  191.4  193.3  192.0  189.0  184.4  178.5  171.2 

390.2 
428.6 

442.4  435.1 
417.4 

409.8 
417.4  413.6  397.2  393.5  386.1  374.7 

359.3  342.8  325.8 

307.0  287.5  267.7  247.8 

9.2  10.2 
12.2 

15.9 
19.5 

23.2 
25.1  27.2 

29.6  30.9  32.1  33.4  34.8  36.1  37.1  38.1 
39.1 

40.0  40.9 
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札幌市の人口の全道に占める割合

札幌市の人口 その他地域の人口 札幌市の人口の全道に占める割合

（万人）

（年）

569.2
（％）

564.4
517.2503.9

477.3

429.6

567.9557.6
533.8518.4

568.3 562.8 550.6 536.1 517.8
496.0

471.9
446.2 419.0

注1) 1950年の人口は、旧札幌村、旧篠路村、旧琴似町、旧豊平町及び旧手稲町の人口を含む。

1955年及び1960年の人口は、旧豊平町及び旧手稲町の人口を含む。
1965年の人口は、旧手稲町の人口を含む。

注2) 四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

出典：（1950～2010）総務省「国勢調査」
（2015～2040） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25年３月推計)」

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

札幌市の人口の全道に占める割合

人口減少率予測の低い市町村

人口減少率予測の高い市町村

推計値
（社人研中位推計）
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（
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北海道、三大都市圏及び地方圏における人口移動の推移

北海道、三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数／人口）の推移

-2.00%

-1.50%

-1.00%

-0.50%

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

Ｈ24年
東京圏 0.19%
名古屋圏 0.01%
大阪圏 0.01%
地方圏 -0.11%
北海道 -0.12%

・北海道では他の地方圏を上まわる三大都市圏への人口流出の傾向がある。

北海道 東京圏 大阪圏 名古屋圏 地方圏

注：地域区分〔北海道〕北海道、〔東京圏〕埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県、〔名古屋圏〕岐阜県・愛知県・三重県
〔大阪圏〕京都府・大阪府・兵庫県・奈良県、〔地方圏〕三大都市圏以外の地域（北海道は除く。）

第１人口移動期

(1960～1973(オイルショック))
第１人口移動期

(1973～1980)
第２人口移動期

(1980～1990(バブル崩壊)
第２人口移動期

(1993～1995)
第３人口移動期

(2000～)

S43 S45 S47 S49 S51 S53 S55 S57 S59 S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 （年）
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北海道の年齢階級別転入超（＝道外転入－道外転出）

男性 女性 出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告 平成25年結果」

・社人研の2040年推計では、親世代の人口減少と出生率の低下、高齢者の増加などによる自然減が大きい。
・平成25年社会動態を見ると、道外への転入超は、男女とも就職期にあたる20～24歳などが多く、特に札幌市を除く道内からは男
性が多く、社会減は経済雇用格差が基本的な要因と考えられる。

・札幌市については、男性は大学等の高等教育進学期に当たる15～19歳の転入超が最も多いが、女性は就職期にあたる20～24
歳の転入超が最も多く、若年女性の転入超が顕著である。

550.6万人

2010年
自然減 117.5万人
→平均 △3.9万人／年

社会減 14.1万人
→平均 △4,707人／年

419.0万人

2040年北海道の将来推計人口

北海道の社会動態（2013年）
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札幌市の年齢階級別転入超（＝道外転入ー道外転出）

男性 女性 出典：札幌市「平成25年中の札幌市の人口動態（住民基本台帳による）」
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男性 女性 出典：札幌市「平成25年中の札幌市の人口動態（住民基本台帳による）」
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札幌市の年齢階級別転入超（＝転入－転出）
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出典：札幌市「平成25年中の札幌市の人口動態（住民基本台帳による）」

※ここでの「道内」は札幌市を除く道内

札幌市→道外
2,946人

道内→道外
5,246人

道外
8,192人

札幌市転入超
9,570人

男性 3,974人
女性 5,596人

道内→札幌市 道外→札幌市 札幌市→道内 札幌市→道外
男性 20,941人 14,582人 15,713人 15,836人
女性 19,773人 10,822人 12,485人 12,514人

道内→札幌市 札幌市→道内
男性 20,941人 15,713人
女性 19,773人 12,485人

道外→札幌市 札幌市→道外
男性 14,582人 15,836人
女性 10,822人 12,514人

道外→道内 道内→道外
男性 13,726人 16,552人
女性 8,615人 11,035人

道内転入超
△17,762人
男性 △4,080人
女性 △4,112人

※自然減は、「参考: 封鎖人口を仮定した男女･年齢（５
歳）階級別の推計結果」より算出。推計結果は、人口移
動の影響が生じない将来の人口、すなわち人口の変動
要因のうち人口移動を除いた出生と死亡という２つの要
因によってのみ人口が変化するという仮説に基づくもの。
社会減は、将来推計人口と封鎖人口との差。

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

北海道内の将来推計人口（2040年）と社会動態（2013年）
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北海道内圏域別都市の区分別の市町村名

参考：北海道内圏域別都市の区分別の市町村名

【北海道医療計画［改訂版］による圏域】
第一次医療圏（179圏域）
・住民に密着した保健指導や健康診断、かかりつけ医やかかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師などによる初期医療等を提供する基本的な地域単位とし、市町村の行政区域のこと。
第二次医療圏（21圏域）
・第一次医療圏のサービスの提供機能を広域的に支援するとともに、比較的高度で専門性の高い医療サービスを提供し、おおむね、入院医療サービスの完結を目指す地域単位のこと。
第三次医療圏（６圏域）
・高度で専門的な医療サービスを提供する地域単位とし、「新・北海道総合計画」の６つの連携圏域と整合を図る。

６圏域 21圏域 中核都市 中核都市群 地域中心都
市

道南 南渡島 函館市 北斗市 七飯町 森町 松前町 木古内町 福島町 知内町 鹿部町

南檜山 江差町 上ノ国町 厚沢部町 乙部町 奥尻町

北渡島檜山 八雲町 せたな町 長万部町 今金町

道央 札幌 札幌市 江別市 当別町 新篠津村

千歳市

恵庭市

北広島市

石狩市

後志 小樽市 余市町 共和町 蘭越町 ニセコ町 京極町 仁木町 古平町 寿都町 黒松内町 積丹町 喜茂別町

倶知安町 真狩村 留寿都村 泊村 島牧村 赤井川村 神恵内村

岩内町

南空知 岩見沢市 美唄市 栗山町 長沼町 夕張市 三笠市 南幌町 由仁町 月形町

中空知 滝川市 芦別市 赤平市 新十津川町 奈井江町 歌志内市 上砂川町 雨竜町 浦臼町

砂川市

北空知 深川市 沼田町 妹背牛町 秩父別町 北竜町

西胆振 室蘭市 伊達市 洞爺湖町 豊浦町 壮瞥町

登別市

東胆振 苫小牧市 むかわ町 安平町 厚真町

白老町

日高 新ひだか町 日高町 新冠町 平取町 えりも町 様似町

浦河町

道北 上川中部 旭川市 美瑛町 東神楽町 東川町 鷹栖町 当麻町 上川町 比布町 愛別町 幌加内町

上川北部 名寄市 美深町 和寒町 下川町 剣淵町 中川町 音威子府村

士別市

富良野 富良野市 上富良野町 中富良野町 南富良野町 占冠村

留萌 留萌市 増毛町 天塩町 小平町 苫前町 遠別町 初山別村

羽幌町

宗谷 稚内市 枝幸町 豊富町 浜頓別町 礼文町 利尻富士町 猿払村 幌延町 利尻町 中頓別町

オホーツク 北網 北見市 網走市 美幌町 斜里町 大空町 津別町 訓子府町 小清水町 清里町 置戸町

遠紋 紋別市 湧別町 佐呂間町 雄武町 興部町 滝上町 西興部村

遠軽町

十勝 十勝 帯広市 音更町 幕別町 芽室町 清水町 本別町 広尾町 足寄町 池田町 新得町 士幌町

大樹町 鹿追町 浦幌町 上士幌町 中札内村 豊頃町 更別村 陸別町

釧路・根室 釧路 釧路市 釧路町 厚岸町 白糠町 標茶町 弟子屈町 浜中町 鶴居村

根室 根室市 別海町 羅臼町 標津町

中標津町

その他市町村

７



道内各圏域からの人口移動の状況（1990年～2010年）

・1990年～2010年までの各圏域からの人口移動では、札幌以外は全て転出超過となっており、圏域人口に占める転出超過の割
合は、宗谷・留萌・上川北部・中空知・南檜山において大きく、東胆振・十勝・上川中部は比較的小さい。

道内各圏域からの他圏域及び道外への人口移動の状況（1990年・2000年・2010年の平均）

北空知

日高東胆振

後志

南檜山

南渡島

南空知

留萌

上川
北部

十勝

釧路

北網

根室

道 外

道 外

富良野

宗谷

西胆振

遠紋

中空知

○数値は、1990年・2000年・2010年の国勢調査による
各圏域の人口に占める転入超過の割合の平均値

【（調査年次の移動人口※１／調査年次の圏域人口）／３】
[数値及び下記凡例で表示]

‐7.00%

‐4.64%

‐3.44%

1.97%

‐4.21%

‐5.89%

‐4.11%

‐6.44%
‐5.90%

‐4.59%

‐2.42%

‐4.33%

‐4.36%

‐1.54%

‐4.06%‐1.12%

‐2.68%

‐1.88%

‐5.34%

‐4.34%

‐3.14%

上川中部

札 幌

‐0.5%
‐1.0%
‐2.0%

‐3.0%

圏域名

○各圏域から転出超過（転入＜転出）となる
他圏域及び道外への移動の内訳
[各圏域を始点とする矢印の太さで表示]

北渡島
檜山

～‐5%

‐5%～‐4%

‐4%～‐3%

‐3%～‐2%

‐2%～0%

0%～

※１ 国勢調査の移動人口集計（調査時の5年
前の常住地を比較することにより、人口の転
出入状況について集計したもの）における
[転入]―[転出] により作成

出典：総務省「国勢調査」データに基づき作成

矢印の太さの例

出典：総務省「国勢調査」に基づき北海道局作成 ８



・中核都市を含む圏域の1990年・2000年・2010年の人口移動の変遷を見ると、1990年に比べて2000年以降は各圏域とも移動の規
模が減少しているが、札幌以外の圏域は転出超過が続いている。

道内各圏域における転入超過の推移（1990年・2000年・2010年）

道内各圏域の人口移動の状況の変化（1990年・2000年・2010年）
（１）中核都市を含む圏域

道内その他

‐0.02%
道内その他

‐0.02%

道内その他

‐0.03%
‐2.65%

‐1.34% ‐1.27%

‐2.17%

道外 0.11% 道外 0.28%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

‐2.54% ‐0.41% ‐0.88%

5.94%

2.31% 1.67%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

札幌

1990年
（202万人）

2000年
（224万人）

2010年
（234万人）

道内その他

0.20%

0.47%
0.44%

‐2.07% ‐1.01% ‐0.85%

‐1.94%

道外 0.19%

道外

‐0.02%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

十勝

道内その他

‐0.10%

‐0.80% ‐0.48%

‐2.84% ‐1.86% ‐1.52%

‐3.61%
‐0.67%

‐0.88%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

釧路

1990年
（29.5万人）

2000年
（27.6万人）

2010年
（24.7万人）

0.66% 0.32%
道内その他

0.27%

‐1.94% ‐1.18% ‐0.86%

‐4.73%

‐0.84% ‐0.87%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

南渡島

1990年
（45.5万人）

2000年
（43.6万人）

2010年
（40.2万人）

1.56%
1.08% 0.94%

‐2.84%
‐1.17% ‐0.94%

‐3.21%

‐0.34% ‐0.68%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

上川中部

1990年
（41.9万人）

2000年
（41.8万人）

2010年
（40.3万人）

北網

1990年
（25.7万人）

2000年
（25.1万人）

2010年
（23.3万人）

1990年
（35.6万人）

2000年
（35.7万人）

2010年
（34.8万人）

道外

札幌

道内その他

出典：総務省「国勢調査」に
基づき北海道局作成

※転出超過及び転入超過は、国勢調査の人口移動集計の転入、転出に基づき算定
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‐2.42% ‐1.28% ‐1.79%

‐5.21%

‐2.50% ‐2.63%

‐2.36%

‐0.39%
‐0.54%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

‐0.52%
‐0.99%

‐0.93%

‐1.92%
‐0.89%

‐0.99%

‐2.04%

0.44%

‐0.01%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

‐1.25% ‐0.78% ‐0.74%

‐5.93%

‐2.28% ‐1.80%

‐3.01%

‐0.49%
‐0.43%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

‐0.15% ‐0.14%
0.93%

‐4.24%
‐1.69% ‐0.49%

‐5.20%

‐0.97%

‐0.34%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

‐2.82%
‐1.36%

‐0.60%

‐3.49%

‐1.56%
‐1.09%

‐3.57%

‐0.38%
‐0.12%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

2.56%
1.36%

0.86%

‐3.00%
‐1.15% ‐0.49%

‐2.84%

‐0.37%
‐0.32%

‐12.00%

‐10.00%

‐8.00%

‐6.00%

‐4.00%

‐2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

西胆振中空知

1990年
（15.5万人）

2000年
（13.7万人）

2010年
（11.8万人）

1990年
（23.3万人）

2000年
（21.4万人）

2010年
（20.0万人）

富良野 上川北部 東胆振

留萌

1990年
（5.26万人）

2000年
（4.98万人）

2010年
（4.54万人）

1990年
（9.22万人）

2000年
（8.14万人）

2010年
（7.16万人）

1990年
（21.1万人）

2000年
（21.9万人）

2010年
（21.6万人）

1990年
（7.29万人）

2000年
（6.30万人）

2010年
（5.31万人）

道内各圏域における転入超過の推移（1990年・2000年・2010年）

・中核都市を含まない圏域の人口移動は、概ねの傾向として①2000年から2010年にかけて転出超過が拡大している圏域（留萌・
宗谷・南檜山・北空知・南空知・遠紋・富良野）、②転出超過がほぼ横ばいまたは縮小傾向にあるものの、転出超過が続いている
圏域（上川北部・根室・後志・北桧山渡島・中空知・日高）③過去は転出超過であったが2010年は転入超過となっている圏域（東
胆振・西胆振）に分類される。

道外

札幌

道内その他

出典：総務省「国勢調査」に
基づき北海道局作成

※転出超過及び転入超過は、国勢調査の人口移動集計の転入、転出に基づき算定

（２）その他の圏域
道内各圏域の人口移動の状況の変化（1990年・2000年・2010年）
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北海道の出生率（推移）

合計特殊出生率の推移

・北海道の合計特殊出生率は、全国平均を下回って推移しており、都道府県別順位では第45位である。

出典：厚生労働省「人口動態統計（確定数）」

昭和35年
北海道 2.17

1.0 

1.2 

1.4 

1.6 

1.8 

2.0 

2.2 

2.4 

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

全国 北海道

（年）

昭和35年
全国 2.00

平成24年
全国 1.41

平成24年
北海道 1.26
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・未婚化、晩婚化などが出生率が低くなっている要因と指摘されている。
・北海道の３世代同居率は都道府県別で第43位にあり、家庭における子育て支援力が弱い状況にある。
・若年者の完全失業率が全国平均よりも高いなど、様々な要因が考えられる。

北海道 全国 北海道 全国
平成２年 27.8% 31.2% 22.7% 23.4%
平成７年 29.0% 32.1% 23.4% 24.0%

平成１２年 28.9% 31.8% 23.0% 23.7%
平成１７年 29.1% 31.4% 22.7% 23.2%
平成２２年 29.8% 31.9% 22.8% 23.3%

区分
男性 女性

出典：北海道ＨＰ

北海道 全国 北海道 全国
平成２年 28.0 28.4 25.8 25.9
平成７年 28.1 28.5 26.2 26.3

平成１２年 28.3 28.8 26.8 27.0
平成１７年 29.2 29.8 27.8 28.0
平成２２年 30.1 30.5 28.7 28.8

区分
夫 妻

出典：厚生労働省「人口動態統計」

出典：国立社会保障・人口問題研究所ＨＰ

出典：総務省「国勢調査」より算出 ３世代同居率＝３世代世帯数/一般世帯数
※「３世代世帯」とは、世帯主との続き柄が、祖父母、世帯主の父母（又は世帯主の配偶者の父母）、世帯主（又は世帯
主の配偶者）、子（又は子の配偶者）及び孫の直系世代のうち、三つ以上の世代が同居していることが判定可能な世帯
をいい、それ以外の世帯員がいるかは問わない。
したがって、４世代以上が住んでいる場合も含む。また、世帯主の父母、世帯主、孫のように、子（中間世代）がいない
場合も含む。一方、叔父、世帯主、子のように傍系となる３世代世帯は含まない。

未婚率の推移

平均初婚年齢の推移

生涯未婚率の推移

都道府県別 ３世代同居率

北海道 全国 北海道 全国
平成２年 4.3% 5.6% 4.1% 4.3%
平成７年 6.8% 9.0% 5.5% 5.1%

平成１２年 10.1% 12.6% 7.0% 5.8%
平成１７年 14.0% 16.0% 9.3% 7.3%
平成２２年 19.5% 20.1% 13.5% 10.6%

区分
男性 女性

※未婚率：15歳以上人口に占める
未婚者数の割合を示す。

※生涯未婚率：45～49歳と50～54歳未婚率の
平均であり、50歳時の未婚率を示す。

21.5 
17.5 

16.4 
16.4 
16.1 

15.3 

7.1 

5.1 
3.9 
3.7 
3.6 
3.2 

2.3 

0.0  5.0  10.0  15.0  20.0  25.0 

山形
福井
秋田
新潟
富山
福島

全国

京都
北海道
神奈川

大阪
鹿児島

東京

第43位

第１位
第２位
第３位
第４位
第５位
第６位

第42位

第44位
第45位
第46位
第47位

6.9

5.3

8.9

6.2

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

15～24歳 25～34歳

全国

北海道

（％）
若年者の完全失業率（Ｈ25年）

（％）

出典：総務省「労働力調査」

北海道の出生率（要因）
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・総生産（名目）の推移で経済の動向を見ると、我が国の経済は約20年停滞しているが、北海道の経済は、平成８年をピークにさら
に大きく低迷が続いている。

・業況判断DI（全産業）を見ると、北海道は平成25年６月に平成４年２月以来21年ぶりにプラスに転じた。

北海道の経済動向

ＧＤＰ（名目）【全国・北海道】

出典：【全国】 内閣府「国民経済計算」S30～S54：平成２年基準
S55～H５ ：平成12年基準
H６～H22 ：平成17年基準

業況判断DI（Diffusion Index、全産業）

出典： 日本銀行「地域経済報告－さくらレポート」【北海道】 内閣府「県民経済計算」S30～S49：昭和55年基準
S50～H元：平成２年基準
H２～H７ ：平成７年基準
H８～H12 ：平成12年基準
H13～H22：平成17年基準
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リーマンショック（H20）

拓銀破たん（H9）

バブル景気崩壊（H3）

プラザ合意（S60）

第１次石油危機（S48）

ニクソンショック（S46）

東京五輪（S39）

第２次石油危機（S54）

札幌冬季五輪（S47）

521.3兆円
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ＧＤＰ産業別構成比及び成長率（名目ベース）

・全国、他ブロックと比較すると、北海道経済は、製造業のシェアが小さく、伸び率は低くなっている。また、建設業については、投
資の減少もあって減少率が大きい。これらの点が北海道の経済成長が伸び悩んでいる要因の一つと考えられる。

・北海道が優位性をもつ農林水産業については、伸び率、シェアとも全国、他ブロックと比較して高くなっているが、北海道産業に
占めるシェアが低いため、北海道経済全体の成長を促すまでにはなっていない。

出典： 内閣府「平成23年度県民経済計算」（平成17年基準・名目値）

（注１）全国の値は全県計である。

（注２）県民経済計算においては、「運輸・通信業」について、平成17年度以降については「運輸業」、「情報通信業」に分割され、「情報通信業」には、平成16年度以前の分類における「通信業」に加え、製造業に分類されていた
「出版業」、「対事業所サービス」に含まれていた「情報サービス業」、「対個人サービス」に分類されていた「放送業」等が含まれる。この様な分類の相違があるが、簡易的に計算を行うため、平成23年度の総生産について
は、「運輸業」と「情報通信業」を単純に足した値を計算に用いた。

縦軸：Ｈ23／Ｈ13年度の成長率
横軸：Ｈ23年度の産業別シェア

【全国】

農
林
水
産
業

製
造
業

鉱
業

建
設
業

電
気
・ガ
ス
・水
道
業

卸
売
・小
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業

金
融
・保
険
業

不
動
産
業

運
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・通
信
業

サ
ー
ビ
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業

政
府
サ
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ビ
ス
生
産
者

対
家
計
民
間
非
営
利

サ
ー
ビ
ス
生
産
者

農
林
水
産
業

鉱
業

製
造
業

建
設
業

電
気
・
ガ
ス
・

水
道
業

卸
売
・
小
売
業

金
融
・
保
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業

不
動
産
業

運
輸
・
通
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業

サ

ー
ビ
ス
業

政
府
サ

ー
ビ
ス

生
産
者

対
家
計
民
間
非

営
利
サ

ー
ビ
ス

生
産
者

シェア 1.1% 0.1% 18.4% 5.0% 2.2% 13.7% 4.8% 13.8% 9.9% 19.6% 9.2% 2.1%

成長
率

0.873 0.512 0.899 0.754 0.720 0.888 0.809 1.127 1.415 0.923 0.938 1.175

【北海道】

農
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者

農
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造
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建
設
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電
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・
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融
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不
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対
家
計
民
間
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営
利
サ

ー
ビ
ス

生
産
者

シェア 3.7% 0.1% 8.9% 6.6% 2.5% 13.5% 3.6% 11.9% 10.8% 22.1% 14.1% 2.2%

成長
率

0.975 0.691 0.809 0.596 0.860 0.798 0.786 1.069 1.062 1.016 0.860 1.277
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ＧＤＰ産業別構成比及び成長率（名目ベース）

【中部】

農
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業
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業

卸
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業

金
融
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卸
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融
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不
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産
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業

政
府
サ

ー
ビ
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生
産
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対
家
計
民
間
非

営
利
サ

ー
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ス

生
産
者

シェア 0.8% 0.1% 28.4% 5.1% 2.4% 11.8% 4.0% 12.2% 8.5% 16.9% 7.8% 2.0%

成長
率

0.844 0.453 0.920 0.757 0.681 0.895 0.783 1.159 1.295 0.935 0.954 1.275

電
気
・ガ
ス
・水
道
業

【近畿】
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鉱
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業
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融
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産
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運
輸
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通
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業

サ
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ビ
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業

政
府
サ
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ビ
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営
利
サ
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ス
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者

シェア 0.4% 0.0% 19.7% 4.0% 2.3% 14.0% 4.2% 14.8% 9.5% 20.7% 8.1% 2.3%

成長
率

0.883 0.087 0.906 0.711 0.729 0.826 0.719 1.132 1.309 0.945 0.901 1.156

電
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ス
・水
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業

【東北】
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シェア 2.5% 0.3% 15.6% 7.8% 3.0% 11.9% 3.7% 13.8% 7.2% 19.1% 13.0% 2.3%

成長
率

0.809 0.921 0.858 0.808 0.536 0.801 0.793 1.040 1.032 0.896 0.916 1.226

電
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ス
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業

【関東】
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シェア 0.6% 0.0% 15.5% 4.7% 1.7% 15.5% 6.1% 14.8% 11.5% 19.7% 8.0% 1.9%

成長
率

0.894 0.649 0.843 0.815 0.782 0.942 0.840 1.141 1.750 0.885 0.971 1.101

（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟）
（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、

神奈川、山梨、長野）

（富山、石川、福井、岐阜、静岡、愛知、三重） （滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）
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ＧＤＰ産業別構成比及び成長率（名目ベース）
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率
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シェア 1.6% 0.1% 5.2% 7.6% 2.9% 10.9% 3.6% 12.5% 10.3% 25.8% 17.4% 2.0%

成長
率

0.892 0.451 0.848 0.822 0.961 0.978 0.766 1.278 1.368 1.079 0.973 1.322

【中国】
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シェア 1.1% 0.1% 24.1% 4.8% 3.3% 11.5% 3.5% 12.0% 8.0% 18.7% 10.6% 2.2%

成長
率

0.932 0.364 0.963 0.695 0.866 0.860 0.838 1.044 1.136 1.005 0.938 1.210

【四国】
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シェア 2.2% 0.1% 20.5% 5.0% 3.0% 11.1% 4.5% 12.6% 7.6% 19.5% 11.6% 2.2%

成長
率

0.825 0.407 1.050 0.622 0.743 0.806 0.840 1.136 1.000 0.960 0.919 1.355

（鳥取、島根、岡山、広島、山口）

（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島）

（徳島、香川、愛媛、高知）
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・人口、諸機能が集中している首都圏等で大規模な災害が発生した場合、我が国全体に影響が生じるおそれがある。

国家的規模の災害想定

震度６弱：
21府県292市町村
震度６強：
21府県239市町村
震度７：
10県151市町村

震度の最大値の分布図

火山灰の降灰範囲
・富士山火山防災協議会の富士山ハ

ザードマップ検討委員会にて、1707
年の富士山宝永噴火と同等の噴火
が、現在の経済社会条件の下で発生
した場合における被害想定を検討。

・被害想定額は最大で約２兆５千億円、
粒径の大きな降下物による建物被害、
道路、鉄道などの交通施設の埋没、
農林業への被害、観光業への被害
等が報告されている。

南海トラフ地震 首都直下地震

富士山噴火

・南海トラフで次に発生するM８～M９クラス規模の地震の30年発生確率は、
60％～70％とされている。（文部科学省地震調査研究推進本部 H25.5.24公表資料よ
り）

・平成25年５月の「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」（内閣
府）において、被害想定等に関する最終報告が取りまとめられた。

出典：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」資料

被害想定（第一次報告）（H24.8.29公表）

被害想定（第二次報告）（H25.3.18公表）

・経済的被害 最大約220.3兆円

・東京都庁及び千葉県・神奈川県の県庁舎所在地において、今後30年以内に震度
６弱以上の揺れに見舞われる確率は、それぞれ23.2％、75.7％、71.0％とされてい
る。（文部科学省地震調査研究推進本部H24.12.21公表資料より）

・平成25年12月の「首都直下地震対策ワーキンググループ」（内閣府）において、被
害想定等に関する最終報告が取りまとめられた。

出典：内閣府 「富士山火山防災協議会」資料

出典：内閣府 「平成26年版防災白書」

出典：内閣府 「平成26年版防災白書」

揺れによる全壊棟数の分布焼失棟数の分布

○想定条件：首都直下のM７クラスの地震（都心南部直下地震）
○発生時の想定状況：冬・夕方 風速８ｍ／S

①建物全壊棟数・火災焼失棟数 約61万棟
②死者数 約23,000人

◇負傷者数 約123,000人
◇経済的被害 約95兆円

出典：内閣府 「平成
26年版防災白書」
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・北海道においては大規模な津波や火山噴火が想定されている。これらにより、市街地への直接的被害のみならず、ＪＲや高規格
道路の途絶や空港の閉鎖による社会経済への影響が発生する恐れがある。

・近年、冬期の暴風雪や豪雪による災害が頻発している。

北海道の災害想定

火山噴火による被害想定

出典：北海道 「北海道に津波被害をもたらす想定地震の再検討のためのワーキンググループ 「太平沿岸の見直し」報告書」

北海道太平洋沿岸地域における最大クラスの津波想定

【平成25年３月の事例】
・低気圧に伴う暴風雪により、道内の交通網に甚大な影響が発生。
・最大で国道23路線44区間、道道124路線149区間の通行止めが発生。立ち
往生した車内に閉じ込められる等により死者９名等の被害。

【平成24年11月の事例】
・低気圧に伴う暴風雪により、基幹送電線（北電）の鉄塔が倒壊。
・室蘭市、登別市等で最大56,130戸の停電が発生。

避難箇所（道の駅メルヘンの丘めまんべつ） 鉄塔の倒壊状況
出典：北海道電力

（株）ＨＰ

暴風雪による被害

日本海沿岸における津波高の概略計算

・平成26年８月「日本海における大
規模地震に関する調査検討会」
（国土交通省、内閣府、文部科学
省）において、日本海側の最大ク
ラスの津波の断層モデルを断定。

50mメッシュでの津波の計算
（主な市町村における海岸での津波高）

出典：第８回 日本海における大規模地震に関する
調査検討会（平成26年８月26日開催）
「資料－２ 日本海における大規模地震に関する
調査検討会報告（概要）」

樽前山火山防災マップ

・北海道には31の活火山（北方領土を含む）があり、噴火による被害、社会
経済への影響が懸念されている。

・樽前山で大規模な噴火が
発生した場合には、苫小
牧市及び千歳市の市街地
やＪＲ・道央自動車道への
泥流・土石流の流下や、新
千歳空港や苫小牧港への
25cm以上の火山灰の堆積
等が想定されている。

出典：苫小牧市・千歳市・恵庭市・白老町
「樽前山火山防災マップ」

市町村名 地名
最大遡上高

(m)

浜中町 琵琶瀬 43.8

釧路町 昆布森 40.3

釧路市 釧路川河口 20.8

広尾町 十勝港 35.5

苫小牧市 苫小牧港（西港） 11.1

函館市 新湊町 10.0

主な地点における津波の最大遡上高

津波浸水予測図（釧路市街地）
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市町村名 最大津波高（ｍ）

稚内市 8.2

礼文町 17.6

増毛町 12.2

石狩市 9.9

神恵内村 20.3

せたな町 23.4
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出典：経済産業省「通商白書2013」

（億人）

（億人）

1.7

2.9

4.1

22.2

26.6

31.1

・世界の人口は、2010年の約69億人から、2050年には約96億人まで増加していくと予測されている。アジアが約52億人と過半を
占めており、中国は2030年頃をピークに減少するが、インドは増加を続けていき、またアフリカで約14億人増加する。

・アジアの所得階層別の人口予測(2010年→2020年）では、富裕層は中国や中東などで増加し約２倍に、中間層は南西アジアや
中国、ＡＳＥＡＮなどで増加し約1.4倍となる。

2015年以降
推計値

世界の地域別の人口推移

（億人）

（年）

（年）

アジア（ロシア・ＣＩＳを含む）の富裕層※ 1の推移

※１ 富裕層とは世帯年間可処分所得３万５千ドル以上の家計を指す
※２ 中間層とは世帯年間可処分所得５千～３万５千ドル以上の家計を指す

アジア（ロシア・ＣＩＳを含む）の中間層※ ２の推移

世界の人口動向
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・2050年には、食料生産を2000年に比べ1.55倍引き上げる必要がある。

世界全体の生産量変化

食料自給率における都道府県別供給熱量

世界の食料需要の見通し

日本の食料自給率の推移

出典：農林水産省「都道府県別食料自給率の推移（カロリー）」、
総務省「人口推計（平成24年10月1日現在）」等より北海道局作成

出典：農林水産省「2050年における世界の食糧需給見通し
（分析モデルを用いた世界の超長期食料需給予測システム構築等）分析結果報告書（ベースライン予測結果）」

73
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（注）平成25年度の数値は概算である
出典：農林水産省「平成25年度食料需給表（概算）」「平成24年度食料需給表」
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・2050年には、2000年の２倍程度のエネルギー需要が見込まれる。
・海外から輸入した化石燃料への依存度は、第一次石油ショック時（1973年度）の89.7％を上回る水準となっている。

世界のエネルギー需要の見通し

【前提条件】
・世界人口：国連の人口予測中位推計（2000年）
・GDP成長率

2000～2050年：年率1.7%
うち、先進国1.3%、途上国2.8%

【エネルギー需要の伸び】
・2000～2025年：1.2%
・2025～2050年：0.7%

（先進国に加え、途上国でも省エネルギーが進むため、後半期に低下する）

地域別エネルギー需要の展望

出典：電力中央研究所「2050年までの世界エネルギー需給の展望 平成16年３月」

日本の一次エネルギー供給構造の推移

世界のエネルギー需要の見通し

出典：経済産業省「平成25年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書2014）

1973年度
（第一次石油ショック時）

2012年度
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・IPCC ※ 1によると世界平均気温は上昇が続き、Ａ1Ｂ※ ２シナリオでは、1980～1999年の平均と比較して21世紀末には2.7℃上昇と
予測。気温上昇の程度は、陸域と北半球の高緯度地域で大きい。

・気候変動によって、熱波や干ばつ、大雨といった極端な気象・気候現象が出現する可能性が高くなると予測されており、そういっ
た現象に伴って世界各国で生じた被害が、日本の社会経済情勢にも影響を及ぼす恐れがある。

世界平均気温の上昇量

地上気温の上昇量の地理的分布

気候変動によって各地域・分野で予測される影響の事例

出典： 文部科学省 気象庁 環境省「日本の気候変動とその影響(2012年度版）」

※１ 気候変動に関する政府間パネルを指す。人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に
関し、科学的、技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、1988年に
世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により設立された組織である

※２ 化石燃料と新エネルギーをバランスよく使う社会を指す

気候変動の影響（世界平均気温の上昇）
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・Ａ1Ｂシナリオによる気候変換の解析によると、日本の平均気温は1980～1999年の平均と比較して将来（21世紀末）には約３℃上
昇すると予測され、地域別に見ると北日本の上昇が最も大きく、また、季節別では冬の気温の上昇が最も大きい。

・近未来（2016～2035年の温室効果ガス濃度を想定）の気候変化の解析では、北海道を含む北日本地域では１℃上昇し、最深積
雪は北海道の一部の地域を除いて減少する。また、局所的な豪雨の発生回数が増えることが予測されている。

予測における地域区分

左の棒グラフは地域別の現在気候との差（青：近未来気候、赤：将来
気候）、縦棒は年々変動の標準偏差を示す。右の二枚の地図は近未
来、将来気候における変化の分布を示す。

左の棒グラフは地域別の現在気候との差（青：近未来気候、赤：将来気候）、
縦棒は年々変動の標準偏差を示す。
右の二枚の地図は近未来、将来気候における変化の分布を示す。

年平均気温の変化

左の棒グラフは地域別の現在気候（灰）、近未来気候（青）、将来気候（赤）における
発生回数、縦棒は年々変動の標準偏差を示す。
右側の二枚の地図は近未来、将来気候における変化の分布を示す。

１時間降水量50mm以上の１地点あたり年間発生回数

（回数）

出典：気象庁「地球温暖化予測情報 第８巻」

年最深積雪の変化

気候変動の影響（日本の気候変化）
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2012
2013
2014(～9.15)
2回or3回

2012
2013
2014 (～9.15)
2回

2012
2013
2014 (～9.15)

・統計期間20年以上の全道のアメダス・観測所等190地点について、2012年以降の１時間降水量・３時間降水量・24時間降水量の
観測史上１位の更新は、それぞれ延べ42回、33回、18回発生している。

更新観測所の分布状況

気候変動の影響（北海道における近年の極端な豪雨の発生状況（2012-2014.９.15））

１時間降水量 ３時間降水量 24時間降水量

２４

・１時間降水量では、更新前後の時間雨量比は平均で約1.25倍、約10mm/hの増となっている。

１時間降水量の更新・延べ回数42回 ３時間降水量の更新・延べ回数33回 24時間降水量の更新・延べ回数18回



気象条件と収量の関係から統計的に求めた変動予測では、2060年
代に全国平均で約３℃気温が上昇した場合、北海道では13％増加、
東北以南では８～15％減少となることが予測された。

リンゴ栽培の適地は道北、道東および西南暖地の平野部を除く広い
地域に広がっているが、栽培適地は徐々に北上し、2060年代には北
海道はほぼ全域が適地になる一方、関東以南はほぼ範囲外となるこ
とが予測された。

出典：林・石郷岡・横沢・鳥谷・後藤（2001）「温暖化が日本の水稲栽培の潜在的特性
に及ぼすインパクト、地球環境Vol.６ No.２、141～148」

気候登熱量示
数（潜在的な収
量、kg/10a）

2060年代

・地球温暖化が我が国の農作物へ与える影響を予測した研究では、水稲については北海道等北の地域は増収、九州等南の地域
は減収という予測がされている。

・リンゴの栽培適地が北上し将来は新たな地域が栽培可能になる一方、現在の主要な産地が気候的に不利になる可能性がある。

地球温暖化が水稲の収量に及ぼす影響 地球温暖化がリンゴの栽培適地に及ぼす影響

出典：農林水産省農林水産技術会議農林水産研究開発レポートNo.23（2007） 「地球温暖化が農林水産業に与える影響と対策」

現在

適地（６℃～14℃）

より高温の地域

より低温の地域

気候変動の影響（農業への影響）
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・2012年までのおよそ100年間にわたる海域平均海面水温（年平均）の上昇率は、日本近海では+1.08℃/100年、釧路沖では
+0.98℃/100年と上昇傾向が明瞭に現れており、このような海水温の上昇が今後も続いた場合、回遊性の魚種の漁場に変化をも
たらす可能性が指摘。

・2013年夏、高い気温の影響を受け北海道の海水温が例年に比較して３℃ほど高い15℃まで上がり、北海道でブリやマグロが水
揚げされる一方、サンマの本州沿岸への来遊が遅れる等の影響が発生。

釧路沖の海域平均海面水温 ブリの網走への来遊

・サンマの群れは、例年９月中旬に本州沿岸
に来遊するが、2013年には高水温の影響で
北の海域に留まっており漁獲高が伸びな
かった。

・海水温の上昇によりサンマの漁場が北に移
動し、2095年には我が国周辺の漁場が大幅
に縮小すると予想する研究成果もある。

出典：気象庁ＨＰ

出典：【北海道】北海道「北海道水産現勢」
2013年は北海道調べによる速報値

【全国】農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」

ブリの漁獲量の推移

出典：独立行政法人水産総合研究センター、
水産庁「平成22年度水産白書」

出典：独立行政法人水産総合研究センター
「ＦＲＡＮＥＷＳ2014.１ｖｏｌ.37」

（年）

（ｔ）

（年）

（ｔ）

・網走ではほとんど獲れないブリが、2013年
のお盆過ぎからサケの定置網にかかるよう
になり、10月２日には30トンが水揚げされた。
ブリの北上は稚内沖までとされるが、13年は
宗谷海峡を回って来遊したと考えられる。

海
面

水
温

平
年

差
（
℃

）

サンマの漁場の移動

地球温暖化によるサンマの漁場への影響

ブリの漁場

現在の11月に
サンマがとれる
海域

2095年の11月に
サンマがとれると
予想される海域

移動

気候変動の影響（水産業に与える影響）
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高雄

釜山

香港

上海

ウラジオストク

コルサコフ

苫小牧港

オークランド

バンクーバー

シアトル

ロングビーチ

・北海道は、北米と東アジアを結ぶ線上に位置し、ロシア極東地域にも隣接している。また、近年注目を集めている北極海航路の
要衝と成り得る地理的優位性がある。

・北極海航路は、欧州と極東を結ぶ代表的な経路『南回り航路』（マ
ラッカ海峡、スエズ運河経由）の６割程度の航行距離であり、商業
航路としての経済的効果が大きいと想定される。

・地球温暖化の影響により北極海の海氷が減少し、北極海の国際
貿易航路としての可能性が高まっている。

北極海航路

南回り航路
マラッカ海峡

スエズ
運河

北海道の地理的優位性

出典：国土交通省海洋政策懇談会 報告書（平成24年３月）
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北米西岸方面
シアトル、
サンフランシスコ、
ロサンゼルス 等

北米東岸方面
ニューヨーク、シカゴ、
モントリオール 等

欧州方面
ロンドン、パリ、
アムステルダム、
フランクフルト、
ローマ 等

カラチ
ニューデリー

ムンバイ

クアラ・ルンプール
シンガポール

ジャカルタ

バンコク

ハノイ
香港

マニラ

上海

北京

台北

ソウル

大洋州方面
シドニー、メルボルン、
ウェリントン 等

ハバロフスク

ウラジオストク

新千歳空港

注）本図は「心射方位図法」によっており、任意の２点を
結ぶあらゆる直線は常に大圏航路を示しています。

新千歳空港の優位性

・新千歳空港は、欧米に近い地理的条件を持ち、全国各地との国内線ネットワークと東アジア諸国との国際線ネットワークを形成。

・周辺地域では大規模プロジェクトの展開が可能であり、ターミナルビルのアミューズメント機能が充実しておりトランジット時に活
用できるなど、様々な優位性を活かして、国際航空ネットワークにおける日本・東アジアの北のゲートウェイとしての役割が期待さ
れる。

北米、欧州とアジアの国際航空路が新千歳
空港近傍を通過
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海外との交流状況の比較（外国人宿泊者数）

・北海道の人口当たりの外国人延べ宿泊者数は、沖縄に次ぐ高い水準にある。
・月別変動を見ると、北海道の観光は夏期と冬期に２つの大きなピークがあることが特徴的である。

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」、総務省「国勢調査」

ブロック別人口１万人当たり外国人延べ宿泊者数（2012（H24））

3,356

268

912

1,419

5,303

2,580

1,113

2,457

496
290

1,860

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

北
海
道

東
北
圏

北
陸
圏

九
州
圏

沖
縄

首
都
圏

中
部
圏

近
畿
圏

中
国
圏

四
国
圏

全
国

（人・泊/1万人）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

その他
オーストラリア
インド
マレーシア
タイ
シンガポール
ロシア
フランス
ドイツ
イギリス
カナダ
アメリカ
台湾
香港
中国
韓国

（人・泊） 東北圏

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

その他
オーストラリア
インド
マレーシア
タイ
シンガポール
ロシア
フランス
ドイツ
イギリス
カナダ
アメリカ
台湾
香港
中国
韓国

（人・泊） 北陸圏

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

その他
オーストラリア
インド
マレーシア
タイ
シンガポール
ロシア
フランス
ドイツ
イギリス
カナダ
アメリカ
台湾
香港
中国
韓国

（人・泊）
北海道

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

その他
オーストラリア
インド
マレーシア
タイ
シンガポール
ロシア
フランス
ドイツ
イギリス
カナダ
アメリカ
台湾
香港
中国
韓国

（人・泊） 沖縄

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000
1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

その他
オーストラリア
インド
マレーシア
タイ
シンガポール
ロシア
フランス
ドイツ
イギリス
カナダ
アメリカ
台湾
香港
中国
韓国

（人・泊） 全国

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

その他
オーストラリア
インド
マレーシア
タイ
シンガポール
ロシア
フランス
ドイツ
イギリス
カナダ
アメリカ
台湾
香港
中国
韓国

（人・泊） 九州圏

ブロック別の月別国籍別外国人延べ宿泊者数（2012（H24））

ブロック別の月別国籍別外国人延べ宿泊者数（2012（H24））

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」

北海道 全国

東北圏 北陸圏 沖縄 九州圏
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・技術の進化により場所選択の自由度が上がり、冷却にかかるコストや全体の電力、その他コストが抑制できる地域にデータセン
ターが設置されている傾向にある。

・最近はフィンランドなど北欧諸国に大規模なデータセンターの進出が見られる。

立地条件（データセンター設置拠点と設置傾向）

北欧圏でのデータセンターの設置状況

出典：総務省 「データセンター利用に
関する国内外の動向に係る調査研究
（平成22年３月）」

グーグルＤＣ
（2011年９月 プロジェクトのファーストフェーズを完了・フィンランド ハミナ）

出典：facebook HP

【ヨーロッパエリア】

グーグル、アマゾン、マイクロソフト３社がアイルラン
ドのダブリンをＤＣ拠点として選択しており、年間を通
して温度の低い地域で冷却装置が不要の、運用コス
トが削減可能な地域を探している可能性。

【北米エリア】

近年では、アクセス良好な人口密度の高いエリア
（カリフォルニア州）から、電気料金の安いエリア（オ
レゴン州、バージニア州、Ｓ./Ｃ.キャロライナ州等）へ

の設置箇所の移動が多く見えることから、電気料金
が安く、税制優遇措置の適応によって運用コストが
低く済むエリアを探しているのではないか。

ＤＣ設置傾向

グーグル：38、アマゾン：16
マイクロソフト：13、アップル：３

（参考）
ＤＣ拠点数

グーグル、アマゾン、マイクロソフト、アップルのＤＣ設置拠点

フェイスブックＤＣ（2013年６月 サービス開始・スウェーデン ルレオ）

出典：google HP

データセンターの設置傾向
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・ゆとりや景観など暮らしの魅力が高く、受容性があるのが北海道の強みである。
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全国： 47.2%
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【経済的なゆとり】

全国： 22.3%

（％）

経済的なゆとり時間的なゆとり精神的なゆとり

心の豊かさ

生活の中のゆとり

※【経済的なゆとり】、【時間的なゆとり】、【精神的なゆとり】を「ある」と答えた人の割合を示す。

幸福感を判断する際に重視した事項（複数回答）これからは心の豊かさか、また物の豊かさか

出典：内閣府「国民生活選好度調査（平成23年度）」

※調査対象：全国に居住する15才以上
80才未満の男女（ｎ＝2802）

出典：内閣府 「少子化対策と
家族・地域の絆に関す
る調査（平成19年１月）」

（％）

心の豊かさ

物の豊かさ

どちらともいえない

※心の豊かさ→「物質
的にある程度豊かに
なったので、これか
らは心の豊かさやゆ
とりのある生活をす
ることに重きをおき
たい」

※物の豊かさ→「まだ
まだ物質的な面で生
活を豊かにすること
に重きをおきたい」

出典：内閣府「国民生活に関する世論調査」
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